
<策定根拠>
・母子及び寡婦福祉法第12条に定める「母子家庭及び寡婦自立支援計画」としての位置づけ
・都道府県、市、福祉事務所を設置する町村が策定

<策定状況>
・第１期計画（平成17～21年度）、第2期計画（平成22～26年度）を策定
・第３期計画（平成27から31年度）について、今年度策定予定。

<策定内容>
・国の基本方針に基づき以下４点について策定
①母子家庭等及び寡婦の家庭生活及び職業生活の動向に関する事項

②母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のため講じようとする施策の基本となるべき事項

③福祉サービスの提供、職業能力の向上の支援その他母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上の

ために講ずべき具体的な措置に関する事項

④このほか、母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する重要事項

東京都ひとり親家庭自立支援計画（第３期）の検討内容とスケジュールについて

１ ひとり親家庭自立支援計画

東京都ひとり親家庭自立支援計画策定委員会にて検討

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

子供・子育て会
議計画策定・推
進部会

ひとり親家庭自
立支援計画策定
委員会

●12月上旬
　計画素案について

●6月12日　第１回
・実施状況・意見交換

パブコメ

　　　●7月30日　第２回
　　　・課題と今後の施策の方向性
          ・関係団体ヒアリング

　●2月中旬
　　計画案について

　　　　　　●9月9日
　　　特別な支援を必要とする子供や
　　家庭への対応

　　　　　　●11月頃　　第３回　　　　　●2月上旬頃　第４回
　　　　　　・計画骨子の検討　　　　　　　　　・計画案

３ 検討スケジュール

平成26年7月30日現在

No 氏　　名 所　　　　　　　属 備　考

1 森 田 明 美 東洋大学社会学部長 副委員長

2 高 田 伊 久 子 一般財団法人東京都母子寡婦福祉協議会会長

3 渋 谷 行 成
社会福祉法人新宿区社会福祉事業団
新宿区立かしわヴィレッジ施設長

4 石 井 悠 久 東京労働局職業安定部職業安定課長

5 酒 井 圭 子 目黒区子育て支援部子ども家庭課長

6 前 澤 惠 介 府中市子ども家庭部子育て支援課長

7 陰 山 峰 子 都市整備局都営住宅経営部管理制度担当課長

8 松 田 純 産業労働局雇用就業部若年者就業推進担当課長

9 中 川 一 典 福祉保健局総務部企画担当課長

10 福 留 敬 一 福祉保健局生活福祉部計画課長

11 松 山 祐 一 福祉保健局事業推進担当部長 委員長

12 栗 原 博 福祉保健局少子社会対策部育成支援課長

２ 策定委員会 委員名簿
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